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随意契約理由：本事業は、障害者の雇用の促進等に関する法律第33条により、都道府県知事が相応しいと認め指定した障害者
就業・生活支援センター事業を行う法人に委託して実施することとしており、会計法第29条の3第4項（契約の目的又は性質が競争
を許さない場合）に該当するものである。

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・随意契約（＊補記参照）により各都道府県労働局と271法人（社会福祉法人、特定非営利活動法人、医療法人等）が契約
している。
・各都道府県労働局と上記支出先との委託契約に基づく委託事業実施結果報告書及び精算報告書により、実施状況
を把握しているほか、労働局の担当職員による定期的な監査により委託費の適正な執行状況を監視している。

見直しの
余地

障害者就業・生活支援センターについては、重点施策実施5か年計画（平成19年12月25日障害者施策推進本部決定）
において、平成23年度までに全障害保健福祉圏域へ設置することとされている。地域において就業面及び生活面から
支援を行うという他の機関にはない特徴的な機能を活かし、就職から職場定着まで一貫した支援を実施していくことと
しており、引き続き支援を充実させる必要がある。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

概ね妥当であるが、引き続き予算の執行状況等に留意し、今後見直すべきところは予算に反映すべき。

総事業費(執行ベース) 1,243 2,509 3,391

執行率 97.8% 93.2% 85.9%

執行額 1,215 2,338 2,913

23年度要求

予算額(補正後） 1,243 2,509 3,391 3,700 4,237

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者に対し、障害者就業・生活支援センター窓口での相談や職
場・家庭訪問等により指導、相談を実施する。
【就業支援】
　○就職に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習のあっせん）
　○求職活動支援
　○事業所に対する障害者の特性を踏まえた雇用管理に関する助言
【生活支援】
　○生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等の日常生活の自己管理に関する助言
　○住居、年金、余暇活動など地域生活、生活設計に関する助言

実施状況
設置箇所数：271箇所（平成22年5月1日現在）
登録者数：64,665人（平成21年度）
就職件数：8,057件（平成21年度）

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

雇用保険法第62条第1項第5号
障害者の雇用の促進等に関する法律第３３条

関係する計
画、通知等

重点施策実施５か年計画（平成１９年１２月２５日障
害者施策推進本部決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

障害者の職業生活における自立を図るため、雇用、保健、福祉、教育等の地域の関係機関との連携の下、障害者の
身近な地域において就業面及び生活面における一体的な支援を行う。

担当部局庁 職業安定局高齢・障害者雇用対策部 担当課室
障害者雇用対策課
地域就労支援室

地域就労支援室長

会計区分 労働保険特別会計雇用勘定 上位政策
高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図る
こと

事業番号 756

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名
雇用と福祉の連携による地域に密着した就労
支援の実施

事業開始
年度

平成14年度 作成責任者



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

（雇用と福祉の連携による地域に密着した就労支援の実施）

厚生労働省

２，９１３百万円

A．都道府県労働局（47局）

２，９１２百万円

【予算示達】

（・障害者就業・生活センター運営経費）

Ｂ．障害者就業・生活支援センターの

運営法人（平成２１年度：２４７セン

ター） ２，９１０百万円

【随意契約】

（うち本省事務費１百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.都道府県労働局 E.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 23 計 0

その他
センターの運営に要する経費（旅
費、会議費　等）

4

人件費 就業支援担当者等への謝金 19

B.（社福）共生福祉会 F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 2,912 計 0

委託費
障害者就業・生活支援センター業
務運営費

2,910

庁費
就業支援担当者経験交流会議に
要する経費

1

費　目 使　途
金　額
(百万円）

旅費
障害者就業・生活支援センター業
務運営指導

1



管轄労働局名 障害者就業・生活支援センター運営法人名

愛知労働局 社会福祉法人共生福祉会 23 百万円

大阪労働局 社会福祉法人大阪市障害者福祉・スポーツ協会 21 百万円

東京労働局 社会福祉法人ジェイ・エイチ・シィ板橋会 20 百万円

静岡労働局 社会福祉法人あしたか太陽の丘 16 百万円

福島労働局 社会福祉法人いわき福音協会 16 百万円

千葉労働局 社会福祉法人あひるの会 16 百万円

千葉労働局 社会福祉法人実のりの会 16 百万円

新潟労働局 社会福祉法人中越福祉会 16 百万円

大阪労働局 社会福祉法人花の会 16 百万円

徳島労働局 社会福祉法人愛育会 16 百万円

※支出額は四捨五入している。

平成２１年度支出先上位１０者一覧

支出額


